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埼玉県の将来人口の推計 

 

今後の政策形成の基礎資料とするため、令和２年に実施された国勢調査の人口速報集計

の結果等を参考に、令和２２年（２０４０年）までの将来人口の推計を行いました。 

 推計に当たっては、代表的な手法であるコーホート要因法（※）により、必要となる基

準人口、生残率、移動率、子ども女性比、０－４歳性比を下表のとおり想定した上で行い

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

《推計に当たっての想定》 

基準人口 

 「令和２年国勢調査（人口速報集計）」（総務省：令和３年６月

２５日公表）及び埼玉県町（丁）字別人口調査（令和３年１月１

日現在）を参考に設定。 

※「令和２年国勢調査（人口速報集計）」は、市町村毎に男女別の総

人口のみ公表であるため、埼玉県町（丁）字別人口調査（令和３年１

月１日現在）に基づき、年齢（５歳階級）別に按分 

将来の生残率 

将来の移動率 

将来の子ども女性比 

将来の０－４歳性比 

 「日本の地域別将来推計人口（都道府県・市区町村）」（国立社

会保障・人口問題研究所：平成３０（２０１８）年推計）の値を

使用。 

 

※ コーホート要因法 

  基準年の人口をベースとして、「自然増減」（出生と死亡）及び「社会移動」（転 

 出入）の人口変動要因について、年齢階級（コーホート）ごとに生残率、移動率、 

 子ども女性比、０－４歳性比を仮定し、将来人口を求める方法。 
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県全体の人口 

 

本県の人口は７３４万６，８３６人（令和２年国勢調査（人口速報集計））となり、緩や

かな増加が続いている。しかし、間もなく減少に転じ、令和１２年には約７１８万人とな

り、令和２２年には約６８５万人と、７００万人を割るまでに減少する見通し。 

 

 

 

 

 

   総 人 口 の 推 移 
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※ 平成２７年までは「国勢調査」（総務省）、令和２年以降は埼玉県推計 
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年齢３区分別人口 

 

 年少人口（０～１４歳） 

平成１２年から平成２７年までの１５年間で１１万人（約１１％）減少。今後も緩や

かに減少を続け、２５年後の令和２２年までに１６万人（約１８％）減少する見込み。 

 
 生産年齢人口（１５～６４歳） 

平成１２年の５０１万人をピークに減少が続く。令和１２年には４３３万人まで減少

し、令和２２年にはピーク時の約７６％に当たる３８０万人まで減少する見込み。 

 

 老年人口（６５歳以上） 

平成２７年には平成１２年の約２倍となる１７９万人まで増加。令和７年には２００

万人を突破し、令和２２年には２３０万人に達する見込み。 

 

 

年齢３区分別人口の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 平成２７年までは「国勢調査」（総務省）、令和２年以降は埼玉県推計 

（国勢調査の人口総数には、年齢「不詳」を含むため、年齢３区分別人口の合計とは一致しない。 

なお、端数処理の関係で年齢３区分別の合計と人口総数が一致しない場合もある。） 
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年齢３区分別人口構成比 

 

 年少人口（０～１４歳） 

平成１２年に約１５％であった年少人口の割合は、平成１７年までに老年人口の割合

と逆転し、年々構成比の差が広がっている。令和２２年には総人口の約１１％まで低下

する見通し。 

 
 生産年齢人口（１５～６４歳） 

生産年齢人口の割合は、平成７年の約７４％を境に低下をはじめ、平成２７年には約

６３％とピーク時から１０ポイント以上低下。令和１７年には６０％を下回り、減少が

続く見通し。 

 

 老年人口（６５歳以上） 

平成１２年には約１３％であった老年人口の割合は、平成２７年には約２５％と、約

４人に１人の割合まで急激に上昇。そして令和１７年には３０％を超え、令和２２年に

は約３人に１人の割合となる見通し。 

 

年齢３区分別人口構成比の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 平成２７までは「国勢調査」（総務省）、令和２年以降は埼玉県推計 

構成比は、人口総数から年齢「不詳」を除いて算出 
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年齢５歳階級別人口 

 

令和２年の推計では、団塊世代を含む７０～７４歳（約５３万人）は、団塊ジュニア

世代を含む４５～４９歳（約６２万人）に次ぐボリュームゾーンを形成。全ての団塊世

代が７５歳以上となる令和７年には、７５歳以上の人口が１１９万人と急増する見込み

です。 

 

年齢５歳階級別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 埼玉県推計 
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